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 医療放射線庁待望論

さきごろ放射線防護上のビッグニュースが次々

と飛び込んできた。あかつき丸によるプルトニウ

ム1トンのフランスから鹿島までの海上輸送、 旧

ソ連原発施設のオホーツク海、日本海への海洋投

棄などを始めとして、福島原発の白血病で死亡し

た作業従事者が、所定の線量限度をはるかに下廻

る量ではあったが、労災診定が下された。北朝鮮

はIAEAによる核査察を拒否し連盟から脱退す

ると表明し、目下翻意を促すべくアメリカを主と

して交渉中などということがそれである。

かつて本協議会のシンポジウムを元国立公衆衛

生院の石坂正綱先生と司会した時 (1990.12.14)

のまとめに、思わず「医療放射線庁」の言葉を思

いつきで叫んでしまったが、どうやらもう一度、

何とかその方向で検討を開始して戴きたいと強く

感じている昨今である。

1 • 共管競合叢務の一本化

手元にある昭和63年12月1日臨時行政改革推進

審議会による「公的規制の緩和等に関する答申」

の中には、行政改革の大きな柱に検査制度の改善

合理化がうたわれており

(1)規制の廃止又は規制対象範囲の縮小

(2)共管競合事務の排除

の二つが取り上げられていた。

(2)の中には病院又は診療所で使用される放射性物

質診療用器具については、放射線障害防止法によ

る規制のほか医療法による規制がなされており、

検査項目に重複事項が多いこと等にかんがみ、現

行の放射線障害防止法による規制と同等の安全性

が確保されることが確認されたものについては、

北里研究所 橋i*省三
放射線障害防止法の規制の対象から除外する（原

文のまま）。 という文言があって、まさに我々が熱

望している内容が述べられてあった。

これは科学技術庁から、医療法を所管している

厚生省に対し、規制の一元化を図ることが適当な

器具（具体的にはテレコバルトなどの密封大線源、

Raなどの密封小線源）について検討を申し入れ

たところ（放射性物質診療用器具でない医療用直

線加速器などは含まれてない入厚生省から提示さ

れる器具について、放射線障害防止法の規制から

当該器具を除いても現行の放射線障害防止法の規

制と同等の安全性が確保されるかどうか科学技術

庁が検討を行うこととしている、というものであ

って、これに対して厚生省は

（社）日本アイソトープ協会医学薬学部会放射性物

質診療用器具検討ワーキンググループの協力を得

て検討を行い、その結果を踏まえ、次の事項を実

施している。

①規制を一元化すべき器具の範囲の特定及ぴ必要

な措置の具体的実施方法について、平成 2年度厚

生行政科学研究費により研究を実施（「医療施設内

における放射線器具等の取り扱いに関する研

究」）。

②平成2年度より次の事項を実施

＊ 国立公衆衛生院の「医療放射線監視研修コ

ース」の実施

＊ 科学技術庁の行う立入検査への都道府県ま

たは保健所の医療監視担当者の同行

③健康政策局総務課に医療放射線管理専門官を配

置
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(1989・10) (厚生省）

ということになって、時の竹下首相の命令で行

政改革簡素化の実施に対する答申が臨時行政改革

審議会より出されている。

足掛け 5年経た現在、医療放射線管理専門官が

厚生省健康政策局総務課内にできて、科学技術庁

原子力安全局放射線安全課と兼務で実務を担当し

ている。

テレコバルトは減少する一方なので厚生省に移

される方向にあるが実施されていない。ラジウム

は国際的にも使用を停止するする方向にあり、 Cs

-137やIr-192に切換えるとしても、使わない線源

の定期的な点検と測定、査察などを行わなければ

ならず、これらの費用をどうするか？ 死蔵され

ているものまで堀り起こして一ヶ所に集積すると

なると事は容易でなく、これに要する費用の捻出

もままならない、などということがあって頓挫し

た。医療用の直線加速器は依然科学技術庁と共管

され、厚生省に一元移管される気配はない。輸血

の時に輸血後移植片対宿主病 (GVHD)が起こる

のを防ぐ目的で放射線を照射することが健康保険

で認められ、点数請求が出来ることになり昨年4

月より実施となった。ところが、治療用放射線発

生装置と照射装置の使用目的に、「悪性腫瘍の治

療」とだけ記してあるのでは法律違反になると科

学技術庁の立入検査のときに指摘され、「悪性腫瘍

等の治療」と一字挿入訂正の変更届け（印紙代三

万余円）を提出するということになった。30年も

前に装置導入した時の許可証をしげしげと見直し

て、これが法律というものかと感じ入った次第で

ある。

2 • 縦割り行政の落とし穴

科学技術庁と共菅する事項ではないが、先年、

ミド リ十字事件というものが起った時も、有償治

験ということで、日常診療に使われていた放射性

医薬品による核医学検査は、実は健康保険法違反

であるので、その事実を集計し、一定限度額以上

は弁償返済し、地方自治体の衛生当局に出頭、謝

罪と誓約を求められた。院長や事務長が当事者の
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核医学担当医療職員と共に出頭し、平身低頭する

というセレモニーを筆者自身も経験した。 40年に

及ぶ核医学診療の経験の中で、このようなことは

初めてであったし、すべて官の行うことは正しく、

たとえ官に非があっても、これを行った民、これ

に気付かなかった使用者が悪いというようななさ

れ方は如何にも納得がいかない。これらの事象を

考えると我々も医療上放射線使用に係る諸問題

を、一つ一つ検討整備して、官産学一体となって

事前の検討と事後の対策を考え対処する必要あり

と感じて、日本アイソトープ協会医学・薬学部会

の中に医療放射線管理専門委員会を設けて戴き、

活動を開始している。

この委員会では、使用者側の医師，技師が主体

でメーカーである日本原子力研究所、放射性医薬

品協会などと連絡をとりつつ、科学技術庁や厚生

省担当官とも相談し、指導を得ながら問題処理に

当たっている。目下の急務は平成8年3月迄に、

日本アイソトープ協会としては、高線量率腔内照

射用のコパルト60線源の供給を停止することにな

ったので、現在使用している130施設程の使用者に

今後の計画を問合せ、段階的に切換えをする実行

プランを作成中である。現在使用中のいわゆる高

線量率RALS(遠隔操作後充填腔内照射システ

ム）は殆んどが島津，東芝の製作によるものであ

るが、 二社とも市場・収益性の問題から今後、日

本原子力研究所が供給するイリジウムー192線源を

使用できる RALS装置は製作しないとの意思表

示があり、使用者も供給停止寸前にコバルトの線

源交換をして、そのあと目一杯使用したいという

アンケートの回答があったり、外国製のマイクロ

セレクトロンなどといった装置を購入、使用して、

RALS治療の適応拡大、組織内照射の新しい領域

開拓をされるという阪大バイオ研の井上俊彦教授

らを始めとする動きも目立って来ている。どちら

も一度に殺到するというのでは需要に応じきれな

いので、具体的な実行可能な調整をしなければな

らないという訳である。

第一、目下の健康保険の点数表の上からは、従



来の RALSの線源代は照射料金に含まれてしま

うので、Ir-192のように半減期が短く、年4回程線

源交換を要してその費用が一回90万円程要すると

なれば、線源代を然るべき点数により補完されな

いと、ただでさえ収支償わない照射点数に大穴を

あけることになるので、目下厚生省の保険局医療

課に申し入れをして来年4月の抜本改正には是非

見直しをして線源代の徴収ができるようお願いを

しているところである。

一方、医療用の非密封RIについては、日本アイ

ソトープ協会茅記念滝沢研究所（岩手県滝沢村）

において19核種に限って、全国的な減容保管廃棄

センターとして集荷貯蔵がなされている。この中

には10年の時が経過して、使用されていない核種

がある反面、使いたくても廃棄上の問題があるた

め実際の臨床に使用できないでいる新しい核種が

ある。たとえば骨の転移性病巣に対し、スト ロン

チウム89やイットリウム90などの核種を数力月に

一回投与すれば疼痛軽減に極めて有用であるの

に、そしてこれらは以前に使用してよい核種にな

っていたのに、使われないということで削除して

しまったものが再び陽の目をみるようになったの

で、是非復活を認めて戴きたいものである。しか

し手続き上はおいそれと直ちに OKというわけ

にはいかない。諸外国では、いわゆるミサイル療

法として、免疫抗体に抗がん剤 RIなどラベルし

て、 ミクロのレベルでがん集学的治療をするのに

適した新しい RI,たとえばレニウム (Re)-186, 188 

といったもの、短半滅期のアスタチンー211、ビス

マスー212等の核種や、キュリウム (Cm)-242等の

a粒子放出核種などが用いられており、日本原子

カ研究所でもレニウムなどは生産の見込が立って

いるが、廃棄上の問題が解決しないと、日本全国

どこでも治療量を投与して臨床経験を積むという

ことが出来ないでいる。今迄の核種としてヨウ素

系やインジウムー111などを用いればよいが、核種

が違うとその体内動態や治療効果も異なるので畳

の上の水練で、動物実験のみにて感触をさぐって

いるのでなくて是非実感を得たいと願っている。
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だんだん使用が先細りのテレコバルトにしても

その線源は中途半端ではあるけれども照射用線源

や較正線源として活用できるわけである。しかし

その輸送や転用の許認可申請の書類を準備し、そ

れぞれの所轄官庁に提出して、 OKをもらうまで

の人手と時間は口で云うほど生易しくはない。所

轄官庁、部局の違いによる縦割り行政によって出

来た壁は薄いようでも壁であって、すぐにツウカ

アというわけではない。まして省や庁の間の壁は

金城鉄壁といってよいほどで、政治家の手を煩わ

さないで都合よく解決の方策を見つけ出すという

風穴を開けることは出来ないといってよい。

3 • 従事者の安全と保証

つい先日、原子力発電所の建設工事で働いてい

た労働者が白血病で死亡して、労災保険が下りた

のは、その間の被曝線量が定められいた線量限度

を下廻っており自然発生の白血病と被曝に起因す

る白血病と区別出来るわけではないので、被曝が

あるという事実があれば労働法規の規定によって

認められるということになったのであった。労働

省はこれに付け加えて、 ICRP1990年勧告の如く、

線量限度の引下げの我が国における早期実施を要

望している。医療に従事している我々が白血病に

なった場合も当然これに従って労災認定が行われ

るということは有難いことではあるが、医療性と

いうか抗癌剤や化学物質の投与まで拡大解釈がな

されるということになるとどうなるのかという心

配もあろう。逆に或る種のウィルス感染も予想さ

れているクロイッフェルド ・ヤコブという痙攣死

を来す脳神経疾患は、病原体が或は悪性リンパ腫

起因のものと同ーかという説もあり、長年にわた

り悪性リンパ腫の患者を照射治療に従事していた

診療放射線技師がこの病気により死亡したことが

あった。けれども因果関係が証明されないため労

災が下りないと考えられ、申請を見送られた。病

理解剖をして原因追及をしようとしたが、米国で

この疾患の病理解剖に従事した職員が感染死亡し

た事例があって剖検を引受けてもらえなかったこ

とも理由の一つとなった。これでは永久に原因追



及は出来ないことになり、将来の問題として取り

残されてしまったわけである。勿論、治療など対

策も確立していない。まだまだ難病が征服出来て

いないのである。

医療に関する放射線防護は、患者・健康人のみ

ならず医療従事者を含めて、チェルノプイリに代

表されるような諸々の原子力関係の被曝と区別し

て、共管競合事項をスッキリさせるようにならな

いかと考えて、原子力安全技術センターに打診し

たところでは、労働省と科学技術庁の所管法人と

して設立されたため、医療施設の科学技術庁管轄

部分は立入り検査するが、医療法関係を含めるこ

とは出来ない。1990年当時804ある科学技術庁所管

の医療機関すべてを科学技術庁から厚生省に移し

て一元化できるか検討しなければならないし、厚

生省では老人医療やエイズなど新たな大問題を抱

えているので、とても手が回らないということも

あって、二つの官庁の間に解決の方策はすぐには

出来ない相談だという。

4 • むすぴ

昨年4月、第51回日本医学放射線学会の折に、

ICRP新勧告対応の医療放射線防護、と題して本

協議会にお願いして、シンポジウムを日本放射線

技術学会との合同企画として開催して戴いた。そ

の結果とその後の流れは、 1990年勧告を日本とし

てどのように取入れて実施すぺきであるか。医療

/
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面における医療被曝が、これまでも検討されてい

るが、健康を維持してこれを保証しなければなら

ない明日の医療ではますます重要になることを考

えると、医師免許証があれば放射線防護の知識に

乏しくても、自由に放射線を利用して診療が出来

るという現状も改められなければならないであろ

うし、臨床研究的な放射線の使用も、研究である

が故に科学技術庁障防法の適用を受けなければな

らないことも改めるべきであろう。我々使用者側

は本協議会を拡充強化して、自主規制的な成案を

打出して当局に提案進言すべきであり、医療放射

線庁として原子力産業とは区別した医療上の放射

線利用を一本にまとめて、国民の健康増進にまで

配慮したキメの細かい柔軟性のある施策を、然る

べき予算と強制力をもって実施して戴く。防護面

ばかり強調されて、それに伴う具体的な予算の裏

付け、診療報酬の手当てに配慮を欠いて、有名無

実の空虚な作業を強いられることのないような時

代を迎えたいものと願うものである。

事のついでにあえていうならば、放射線医学総

合研究所も原子力関係と医療関係を二つに分け

て、前者は保健物理研究所とでもして科学技術庁

系に、後者はそのまま厚生省系のものとして、医

学物理と保健物理をそれぞれにまとめたらよいの

ではないか？ 社会保険庁のように医療放射線庁

を厚生省の外局とし、それと放射線医学総合研究

として診断と治療の側面のほかに、予防という側 所をジョイントすると良いと思うものである。
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